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「2006 大阪の保育問題資料集」大阪保育研究所、p4 ～ p5
（105）『構造改革と市民の安全・安心』(単著)2007 年 2 月

「おおさかの住民と自治 vol.338」大阪自治体問題研究所、p22 ～ p24
（106）『個人住宅を公費で改修する政策的意義と財政・経済効果』（共著）2007 年 3 月
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（108）『ミニバブルを乗り越えて21世紀型都市計画の確立を』（単著）2007 年 10 月

「住宅会議第 71 号」日本住宅会議、p22 ～ p25
（109）『国の保育政策を巡る状況』（単著）2007 年 11 月

「2007 大阪の保育問題資料集」大阪保育研究所、p4 ～ p5
（110）『堺市・シャープ新工場の誘致政策をどう評価すべきか』(単著)2008 年 5 月

「建設政策・関西交流ニュース No.150」建設政策研究所関西支所、p3 ～ p6
（111）『大阪維新プログラム案の本質は大阪府解体計画』（単著）2008 年 8 月
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（115）『関西経済活性化策の新しさと古さ』（単著）2009 年 6 月
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（116）『保育及び学童保育の制度改革について』（単著）2009 年 11 月

「学童保育研究 No.10」p73 ～ p78
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（1）『破綻した民活型開発』（単著）、「大阪民報 1995 年 9 月 3 日付」大阪民報社
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（6）『公共事業費こそ抜本改革を』（単著）、

「大阪歯科保険医新聞 1998 年 2 月 5 日付」大阪府歯科保険医協会
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（15）『国際的な観光都市が進むべき方向を考える』（単著）、
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（24）『大阪維新を問う（3）、優先すべきは医療・福祉』

「大阪府歯科保険医協会新聞 2011 年 4 月 5 日付」（単著）
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